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2025/26 シーズンは、降雪直後に温暖な日が訪れるなど、地域によっては、必ずしも良好な状態

が続いたとは言えませんでした。また、インバウンドについては、25/12～26/3 ベースでは、推計

で前年同期比約 2 パーセント増となりましたが、中国政府の訪日自粛要請による影響を受けたスキ

ー場もみられました。こうした中、ミラノ・コルティナ冬季オリンピック・パラリンピックの開催

により、ウィンタースポーツに対する国民的関心も高まったシーズンでもありました。 

国は、この 3 月に「観光立国推進基本計画（第 5 次）」を閣議決定し、観光を我が国の基幹産業

と位置づけ、その中で、スノーリゾートは、「訪日外国人旅行者の地方での長期滞在や消費拡大を

図る上で、鍵となるコンテンツ」としています。 

本協議会としても、こうしたことも踏まえ、スノーリゾーツの振興に努めるとともに、基本的課

題である日本におけるスノースポーツの普及に注力していきます。また、雪がなければスノースポ

ーツはできません。微力ではありますがスノー関係者としても地球温暖化防止に向けての努力を進

めるとともに、世界的に厳しい少雪の状況を多くの皆様に知っていただくこと等を通して環境負荷

軽減の必要性を訴えて行かなければならないと考えます。  

スノースポーツの愛好者に限らず多くの方々にスキー場に来ていただき、大自然の中で雪の楽し

さを味わっていただくとともにリピーターになっていただくこと、また、地域の方々との交流を深

めていただくことを期待し、以下の事業を進めてまいります。  

１．スノーリゾーツの整備 

（１）戦略的地域マネジメント・マーケティング 

スノーリゾーツの整備に当たっては、地域全体を一つの経営単位として捉え、広く関係者の合意

形成を進めながら、それぞれの地域特性を踏まえた取り組みが望まれます。そのためには、各種ア

ンケート調査の実施や関係データの収集・分析、更にはスノーリゾーツの地域経済波及効果の算出

などに基づき、データ駆動型の戦略的展開を図ることが有効と考えられます。 

協議会としては、これらの認識の共有を図りつつ、関連情報の提供その他の取り組みを推進して

いきます 



（２）整備の推進 

スノーリゾーツの基幹となる索道施設については、多くが耐用年数を迎える中、その外部経済効

果に対する認識を共有し、地域が一体となり、戦略的な新設・更新・統廃合を進めていくことが重

要です。 

また、飲食・宿泊機能、二次交通等の整備・充実やスキー場情報、アクセス情報、関連観光資源

情報等の効果的提供など、インバウンド対応も含め、多様なニーズに適時・的確に対応していくこ

とも求められます。 

更に、整備に当たっては、次の点に十分留意しながら推進されることが望まれます。 

• グリーンシーズンコンテンツの開発、拡充などによる通年事業展開 

• 広域連携ネットワークの形成 

• 多角経営の展開 

• DX、AI の戦略的活用 

• 地球温暖化対策等環境に配慮した整備 

協議会としては、これらの取組みを推進するため、国の補助金等の関連支援制度の有効活用の周

知を図るとともに、必要に応じて、国等に対し、補助金等支援制度の充実・改善、海外情報発信の

充実などの要望を行っていきます。 

（３）外部資本への対応 

外部資本に対しては、「責任ある投資」を促し、地域の健全な振興を図ることが大切です。この

ため、外部資本の「見える化」とモニタリングが重要であり、土地・施設の所有状況、活動状況等

を、自治体等が連携して把握することが望まれます。また、必要に応じ、外部資本事業者に対し、

地元雇用の数値目標や、二次交通・除雪費用等への協力金拠出を求める地域還元協定の策定が有効

な場合もあると考えられます。 

協議会としては、こうした取り組みについての情報の共有等を進めていきます。更には、宿泊等

関連事業及び関連土地取得等の事前届け出制、事業者が配慮すべき事項についての指針、意見申

出、勧告等を規定する法的枠組みの必要性について検討していきます。 

（４）人材確保 

人口減少や高齢化に伴う人手不足が深刻な課題です。グリーンシーズンの活用等を通した通年雇

用で人材を確保・育成してゆくことが肝要ですが、併せて、外国人人材の活用や最新技術の導入に

よる索道施設等の自動化、省力化が求められます。このため、索道事業の多様化に伴う技術基準等

の検証作業の進展を期するとともに、必要に応じ、ワーキングホリデーの拡大等を要望していきま

す。 



２．インバウンドの受入れ対策  

（１）インバウンドニーズに応えるスノーリゾーツの整備 

インバウンドが大きく拡大する中、国の「国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業」によ

る支援もあり、インバウンドを多く受入れるスノーリゾーツの整備が進んできました。 

インバウンド需要は拡大しつつあり、またその内訳は、オーストラリアや欧米等のスキー愛好家

とアジアの雪にあまりなじみのない方々に大別され、行動様式や好みが相当に異なります。既に多

くのインバウンドを受け入れているスノーリゾーツはもちろんですが、それ以外のスノーリゾーツ

も、こうしたことを念頭に置きつつ、それぞれの特性を生かしながらその整備を進めていくことが

望まれます。 

本協議会としても、国の関連補助金等の支援制度の周知等も図りながら、こうした認識の共有、

推進を図っていきます。 

（２）住民生活の質の確保 

インバウンドの受け入れと住民生活の質の確保との両立は重要な課題です。住民生活の質が確保

されるよう、地域のルール、文化、環境への理解を深めてもらうべく、その周知徹底を図るととも

に、地域住民向け優待（リフト券、スクール割引）等住民還元施策や、伝統行事とリゾートイベン

トの連携等にも取り組んでいく必要があります。このため、地域住民との共生、オーバーツーリズ

ム対策について、国の支援措置の積極的活用の周知と関連情報の共有等を行っていきます。 

（３）適正、安全な受け入れ体制の確保 

インバウンドの方々に安心して安全にスキーやスノーボードを楽しんでもらうためには、スキー

場に精通し責任の持てる SAJ や SIA の公認校が中心になる必要があります。関係者のご 尽力で外

国人スキー教師の特定活動での在留資格制度もできました。この制度の活用などを通し、地域スク

ール認定の仕組みの構築など、早急に、外国人、特に初心者の方へのスキーやスノーボードに関す

る安心安全な指導体制の整備を推進していきます。 

一方で、不法・不適切なスキーインストラクションの事例が増加するなどの問題が生じていま

す。関連法令の周知徹底、警察・入管庁等への情報提供ルートの確立、地域ぐるみの情報共有、監

視・相談体制の強化、入管当局や警察と連携した啓発・確認巡回の定期的実施等の取り組みについ

て、関係者で認識を共有し、その推進を図ります。 

併せて、スキー場での事故防止のため、近年人気を集めているバックカントリースキー等におけ

る一層の注意喚起を図ります。また、上記公認校では、十分な安心、安全対策がとられていること

について、インバウンドの方々への周知を図っていきます。 



３．国内需要喚起  

（１）スノースポーツ人口の拡大への啓発 

最盛期の 90 年代と比べるとスノースポーツ人口は減少していますが、当時はスキーバブル のよ

うな状況であり必ずしも利用者にとって快適な環境ではなかったといえます。より多く の方々にス

キー場に来ていただくため、スノースポーツ人口の拡大に貢献しうる活動に対し、引き続き積極的

に支援、協力を進めます。  

また、スノースポーツ人口の拡大のためには、スキーヤーやスノーボーダーの方に楽しく安全に

過ごしていただき、リピーターになっていただくことが肝要です。スキー場関係者の意識を顧客本

位、未来志向に変えていただくため、ホームページの活用、冊子の発行、シンポ ジウムの開催等を

通して成功事例の紹介を進めて行きます。また、ふるさと納税によるスノーリゾーツ利用の推進な

ども取り組んでまいります。 

（２）次世代育成 

子供たちやスノースポーツ未経験の若者にスノースポーツに興味を持ってもらうための取り組み

を進めます。  

スキー等の教育旅行は、中・高校生が雪に親しむ経験をし、スノースポーツの面白さを体験して

リピータ ーになってもらうための大きな契機です。このため、スキー等の教育旅行について、学校

側の環境学習等の探究学習ニーズの把握に努め、それに応えるものとして提供できるよう、情報共

有等の取り組みを進めます。 

また、学校の部活動から地域スポーツクラブへの移行という流れが進んでいます。こうした中、

「地域スノースポーツクラブ」への円滑な移行とプロのスクール指導員による質の高い環境を整備

することが大切です。更に、地域スポーツクラブへの移行という流れは、都市部においても同様で

すので、スノーリゾート側が都市部の総合型地域スポーツクラブと連携することも有効と考えられ

ます。これに併せて、スノースポーツの幼少期体験機会の標準プログラムと教育インストラクター

の養成も望まれます。本協議会としても、こうした取り組みについて、情報共有等を行っていきま

す。 

更に、家族連れで来ていただくためにもキッズ対策は不可欠です。 各スキー場もキッズ広場を

設けるなど対応していますが、スキー場がより一層楽し く利用しやすいものとなるよう先進事例の

紹介等を進めます。 

（３）都市スポーツクラブ等との連携 

都市部のスポーツクラブ、フィットネスクラブ等をスノースポーツへのアクセスポイントとして



活用することで、持続的な国内需要の掘り起こしが期待できると考えます。このため、スノーリゾ

ーツとスノースポーツに関心のある都市部スポーツクラブ等との連携方策について、情報収集等を

行っていきます。 

（４）スキー経験者を中心に中高年層へのアプローチ 

  バブル期にスキーを経験し今は離れている方々に、スキーブーム の頃とは違う現在の姿を知って

いただきゲレンデに戻ってきてもらう取り組みを進めます。この方々は、時間と経済的余裕をある

程度有していると考えられますが、 足腰には自信がないことが、スキー再開のハードルとなってい

るように思われます。このため、スキースクールでの中高年者を対象にしたコースの設定やスキー

は中高年者の健康増進に役立つという情報の提供などを進めます。  

４．情報発信の強化及び交流の促進  

（１）情報発信の強化  

・ スキー場を中心としたスノーリゾート地域の活性化に資するため冊子「ＳＮＯＷ」第５ 号

を発行します。 その前提として、ホームページを通して、国、地方自治体の施策やスノーリ

ゾートの先進事例等を紹介します。 

・ 協議会の施策に関連する各種シンポジウムなどを開催します。  

・ ウインターレジャー白書の充実を図り、スキ ー、スノーボード人口、国内外からのスキー

場来訪者などのデータ整備を進めます。  

・ DX 等を活用した各種情報発信力の強化に努めます。  

 

（２）会員相互の交流 

一昨年、昨年と会員交流会を開催し、多くの会員の皆様にご参加いただき、また関係省庁の幹部

の方々にも来賓としておいでいただき大いに交流を深めることができました。今年も引き続き第３

回の交流会を開催し、率直な意見交換を通し相互理解を深める場を提供します。また、主要テーマ

について、関係会員が深く議論し合える場の設定も行っていきます。 

５．国民の祝日としての「ウィンタースポーツの日」(仮称)の制定 

現在、国民の祝日として「スポーツの日」がありますが、これに対応する冬の祝日として、「ウ

ィンタースポーツの日」（仮称）がハッピーマンデーとして制定されれば、スノースポーツの振興

にとって極めて大きな意義を持ちます。併せて、その日をウィンタースポーツの前提ともなる地球

温暖化防止啓発の機会とすることも重要と考えます。 

このため、協議会では、委員会等を設け、「ウィンタースポーツの日」(仮称)の制定について、

広く関係者と議論をしていきます。 

 



６．各種要望活動  

毎年国の予算編成や税制改正の時期に合わせ各種要望活動を続けてきました。今年度も、関係者

の声をお聞きし、協議会目的達成のため、必要な要望を国等に対し実施していきます。 

７．その他  

本協議会の体制強化のため、引き続き新会員の募集や幹事会の開催等を行います。 

• 会員拡大、幹事会強化 

• データ分析・政策形成機能 

• 事務局 DX、AI 化 

 

 


